
健康・医療・介護・育児・メンタルヘルスなど、
経験豊富な専門家に相談することができます。
組合員とそのご家族が利用できますので、
ひとりで悩まないでお気軽にご相談ください。

匿名で相談することができ、相談した内容は
職場や当組合にも伝わることはありません。

※携帯電話からもご利用いただけます。 ※当組合ホームページからアクセスできます。

※1人年度内5回まで無料

ログイン番号：

こころとからだの健康相談  　

予約受付

24時間、年中無休

月～土　午前10時から午後8時（祝日・年末年始を除く。）
面談会場は全国約160か所、県内は3か所あります。

専用ダイヤル Webサイト「ファミリー・ケア・ネットワーク」

ファミリー健康相談

臨床心理士による面談カウンセリング（メンタルヘルス）

0120-921-419 32090417

保健課　☎028-615-7816上記記事に関するお問い合わせは

損害賠償申告書
事故状況報告書
交通事故証明書
人身事故証明書入手不能理由書（交通事故証明書が物損事故扱いの場合）

当組合ホームページからダウンロードできます。

外傷性の傷病で医療機関を受診した場合は、第三者行為によるものか所属所を通して確認することがあります。

書類を提出してください

被扶養者認定基準を追加します

　交通事故等（第三者行為）が原因で医療機関を受診する場合、組合員証等を使用できますが、
当組合保健課に連絡のうえ次の書類を共済事務担当課にご提出ください。
　当組合が加害者や加害者が加入する保険会社に医療費等を請求することとなります。
通勤中及び勤務中の事故等は、公務災害になりますので組合員証等は使用しないでください。

　認定対象者の年間収入が130万円未満（60歳以上の公的年金受給者または障害を支給事由とする
年金受給者は180万円未満）、かつ、組合員の年間収入の2分の1未満である場合、原則として被扶養
者に該当するものとします。
なお、認定対象者の年間収入が組合員の年間収入の2分の1以上であっても、組合員の年間収入を上

回らない場合には、当該世帯の生計の状況を総合的に勘案して、当該組合員がその世帯の生計維持の
中心的役割を果たしていると認められるときは、被扶養者に該当するものとします。

　令和4年10月1日より、認定対象者が組合員と同一世帯に属する場合の認定基準に次の下
線部分を追加します。

提出書類

無料

体調が
すぐれなくて…

子育ての
ことで

交通事故などで
ケガをした場合は
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